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新分庁舎の配置等について申し入れ
車いす利用者など、障害がある職員がともに働ける庁舎の整備を求めます！

労安法で定められている執務スペース、休憩室、業務に必要な収納スペース等の確保を
　現在建設中の新分庁舎について、8月に入庁予定の各室課にレイアウトが示され、それを見た組合員から、「背中合わせの椅子が交互でなければ引けないようなレイアウトで、車いすの職員はもとより、杖使用の職員も通れない通路幅だ。」、「職員一人当たりのスペースも、労働安全法令に規定されている気積があるか不安。」、「仕事で必要な収納スペースも現在より減るという情報もある。」との声が寄せられました。
こうした職場の声を受けて自治労県職労は、8月28日に次の事項について申し入れを行い、9月10日に労務担当課長から次の内容の回答がありました。
＜申入れ事項＞

１．労働安全衛生規則第613条に基づき、休憩室を設置すること。
２．労働安全衛生規則第613条に基づき、男女別に休養室を設置すること。
３．務所衛生基準規則第2条に基づき、職員一人当たり10㎥以上の気積を確保すること。
４．「ともに生きる社会かながわ憲章」を具現化するため、車いす使用者、杖使用者等が安心して通行
できるよう、室内外の通路幅を確保すること。
５．建物内に設置する予定の飲食店については、職員の福利厚生に寄与するものとすること。
６．業務上必要な会議室、書庫、キャビネットの設置場所を確保すること。
＜回答内容＞

・示されたレイアウト図面について、施設整備課に確認した。

・分庁舎の執務室はユニバーサルデザインで設計されており、障害者等にも配慮したものとなっている。

・当該図面では職員120人分の机が配置されており、通路等の間隔が狭小に感じられるが、実際には十分な広さが担保されている。

・イメージ的には、新庁舎11階の県土整備局住宅建築部の配置が近いとのことなので、実際に現地を確認したが、スペースは十分確保されている。

・車いすの職員等の場合、多少不便に感じる箇所もあるかもしれないが、フリーアドレスなので、座席の配置を工夫すること等により、対応は可能であると考える。

・休憩スペースはレイアウト図でも担保されているが、県土整備局では利用頻度が高くないため、他の目的への転用も検討していると聞いている。

・男女別の休養室は、11階に設置する予定である。

・職員一人当たりのスペースは、規則に基づき十分に確保されている。

・業務上必要な会議室や書庫等の確保については、各局に判断が任されているため、それぞれの部局に考え方を確認していただきたい。
＜今後の対応＞

〇図面が「イメージ図」ではなく、具体的なレイアウトであるとのことなので、本当に身障者の執務が可能か、組合として専門家に相談の上、必要に応じて引き続き交渉・協議を行います。
〇自治労県職労は今後、教育局をはじめ、入庁予定部局に対して、業務上必要な書庫や会議室等の確保を求めていきます。
自治労県職労は、「同一労働同一賃金」の趣旨に反し、不利益変更となる報酬支給日の延伸に強く反対しています

　県労連は9月10日、会計年度任用職員制度について幹事団交渉を行いました。これは8月9日に当局から提案された課題について、一定の整理をしたものです。
今回はすべての課題について、合意に至らなかったため、合意に至らなかった課題については、9月下旬を目途に引き続き交渉を継続します。
＜確認した課題＞
１　公募により難い職及び公募による必要がない職
４　期末手当及び報酬（加給）
５　その他手当相当分の報酬

７　人事評価

８　営利企業従事等

　以上については、当局提案どおり確認しました。
＜引き続き交渉を継続する課題＞

２　一般事務（技術）以外の職種に係る基本報酬の基礎額及び上限額
　　このうち福祉職等については、適用給料表が従来の医療職（２）から福祉職給料表に変更となる関係で、年間収入額が大幅に下がることから、水準の維持を求めて任命権者交渉を継続します。
３　基本報酬の算定方法
　　このうち高校の時間講師については、身分が特別職から一般職に変更となる関係で、報酬額が大幅に下がることから、水準の維持を求めて任命権者交渉を継続します。
６　報酬支給日
　　当局は、すべての会計年度任用職員の報酬支給日を、翌月16日に変更することを提案していますが、県労連は強く反対しており、会計年度小委員会交渉を継続します。
＜報酬支給日の延伸＝不利益変更は容認しません＞
　現在多くの非常勤職員は翌月の7日支給で、高校の時間講師は当月16日支給です。それを翌月16日支給に変更することは、労働条件の不利益変更であり到底容認できません。
　また、「同一労働同一賃金」に基づく会計年度任用職員制度においては、合理的根拠なく常勤職員（当月払い）と異なる扱い（翌月払い）をすることは、法の精神に反します。
　当局は、当月払いは担当者の事務負担が多くなり働き方改革に反すると主張し、給与事務担当者と非常勤職員をあたかも対立関係にあるかのようにしていますが、本来制度導入に伴い雇用者として行うべき人員配置やシステム改修などを行わないことが原因であり、まして現行7日支給を16日に不利益変更する理由にはなりません。また、自治法上の制約も理由としていますが、少なくとも月額職員については当月払いにできない理由にはなりません。
県労連確定闘争の予定
(例年の勧告日を想定)
県労連確定闘争の予定です。特に総決起集会への結集をお願いします。

10月23日(水)　要求書提出交渉
10月28日(月)　副知事回答交渉、第1回幹事団交渉
10月30日(水)　支部代交渉

10月30日(水)　自治労県職連合総決起集会
11月 1 日(金)　第2回幹事団交渉
11月 7 日(木)　第3回幹事団交渉
11月 7 日(木)　県労連総決起集会
11月11日(月)　決議文手交
11月13日(水)　第4回幹事団交渉
11月15日(金)　戦術配置


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































